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である Private Letter Ruling の利用は，あまり活発ではない。その理由として，
申請手数料や発給までの期間という「直接的なコスト」だけでなく，事前照会
制度を利用することで， 税務当局からの監視・調査が厳しくなるなどのデメリ














                                                        









本研究ノートは， 事前照会(advance ruling)制度が直面する制度的課題について， 今後，
本格的に考察を進めるための覚書である。 
事前照会制度の制度的課題を検討するにあたって， 次の 3 の視点からの分析が考えら
れる。第 1 は税務執行に関する「行政実務」の視点，第 2 は「租税法解釈学」の視点，
第 3 は法学と経済学の知見を融合させる「租税政策学」 （立法論）の視点である
1。本稿




















                                                        
1  第 1 の行政実務の観点から，事前照会制度を含むタックス・コンプライアンス全体に関し
て横断的な考察を加えているのが，石井道遠「タックス・コンプライアンスを巡る国際連
携の動きと我が国の政策対応のあり方（試論） 」RIETI Discussion Paper Series 10-J-033（2010
年）, available at, http://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/10060009.html である。 
2  金子宏「財政権力―課税権力の合理的行使をめぐって―」 『岩波講座  基本法学６―権力』
163 頁（岩波書店 1983 年） 
3  金子・前掲注 2，160-164 頁，酒井克彦「事前照会に対する文書回答手続のあり方」税大
論叢 44 号 464 頁（2004 年） ，増井良啓「租税法の形成におけるアドバンス・ルーリングの


































                                                        
4  米国の事前照会制度については，前掲注 3 の文献に加えて，See, e.g., CARLO A. ROMANO, 
ADVANCE TAX RULING AND PRINCIPLE OF LAW: TOWARD A EUROPEAN TAX RULING SYSTEM? (IBFD 
Publications 2002); MICHAEL I. SALTZMAN, IRS PRACTICE AND PROCEDURE,¶3 (Revised 2nd ed. 
2002, Warren, Gorham & Lamont of RIA); CAMILLA E. WATSON & BROOKES D. BILLMAN JR., 
FEDERAL TAX PRACTICE AND PROCEDURE: CASES, MATERIALS, AND PROBLEMS (Thomson 2005). 






ことになる。レベニュー・ルーリングは，Internal Revenue Bulletin に公表される
7。 
レベニュー・ルーリングは，租税法規や租税条約に関する内国歳入庁の公的解釈を示















                                                        
6 Id. 




大学出版会 1991 年）732 頁参照。 〕なお，レギュレーションの分類と法的効果については，
下記注 9 参照。 
8 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[1], at 3-30 – 3-31.  レベニュー・ルーリングは，特定の事実関
係を前提とするものであり，内国歳入法典の一般的な公的解釈を示す財務省規則よりも射
程が狭いとされる。Id. 
9 Id.¶3.03[2][b], at 3-34.   
米国財務省規則(Treasury regulation)は，立法規則(legislative regulation)，解釈規則
(interpretive regulation)，手続規則(procedural regulation)の３つに分類される。 
第１の立法規則は，議会の委任にもとづいて，特定の条文について細則を定めるもので
ある。立法規則は，納税者に新たな義務を課すものであり，法律としての効果(the force and 
effect of law)を有することになる。裁判所は，当該内容が合理的であり委任の範囲（および
議会の立法裁量の範囲）を逸脱していなければ，当該規則の内容を尊重することになる。Id. 
¶3.02[3][a], at 3-12. 
第２の解釈規則は，条文の意味について説明もしくは解釈を提示するものである。この
規則の発行には，個別条文による委任は必要なく，内国歳入法典 7805 条(a)に基づいて発せ
られる。解釈規則は，裁判所から立法規則ほど尊重はされない。Id.  ¶3.02[3][b]. 
第３の手続規則は， （財務省長官によって発せられる上記の２つとは異なり）内国歳入庁





































                                                        
10 Watson  &  Billman,  supra note 4, at 24. 
11  本節の叙述は，主として Saltzman, supra note 4,  ¶3.03 に依拠している。 
12 26  CFR§601.201(a)(2). 
13 Rev.  Proc.  2010-1,§11.01, 2010-1 IRB 1,49. 
14 Rev.  Proc.  2010-1,§11.03, 2010-1 IRB 1,49.    Also see, Saltzman, supra note 4,  ¶3.03[6], at 
3-82. 
15 Saltzman,  supra note 4,¶3.03[6], at 3-83.   
16 I.R.C.§7121.  Also see, Saltzman, supra note 4,¶3.03[6], at 3-83. 
17 I.R.C.§6110(k)(3); Rev. Pro. 2010-1,§11.02, 2010-1 I.R.B. 1, 49.    なお，26 CFR§
601.201(l)(1)は“A taxpayer may not rely on an advance ruling issued to another taxpayer.”と明示的
に述べている。Also see, Saltzman, supra note 4,  ¶3.03[6][b]. 
18 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[6][b], at 3-84.   
19  See, e.g. United States v. Kaiser, 363 US 299 (1960); Internal Business Mach Corp v. United 

















23。Internal Revenue Bulletin に







ることができなかった。1974 年と 1975 年に２つの連邦控訴裁判所が，Freedom of 
Information Act による情報公開の適用を認めた判決を下したため
25，連邦議会は，内国




                                                                                                                                                                    
1973); Oshkosh Truck Corp. v. United States, 123 F3d 1477 (1977).  差別的取り扱いを巡る裁判
例の動向については，Saltzman, supra note 4,  ¶3.03[3][b], at 3-83 – 3-86 参照。 
  なお，我が国の文書回答手続との関係でも，同様の問題が生じる可能性がある。この点
については，増井・前掲注 4，14-15 頁参照。 
20 26  CFR§601.201(a)(1).  金子・前掲注 2，160 頁参照。 




I.R.B. 1, 10;    Also see, Saltzman, supra note 4,¶3.03[3][a][i]. 
22 26  CFR§601.201(b), (d), (s) 
23 Rev.  Proc.2010-1,§6, 2010-1 IRB 1, 14-17. 
24 Rev.  Proc.2010-1,§6, 2010-1 IRB 1, 14-17; Also see, Saltzman, supra note 4,¶3.03[3][a][i]. 
25  Tax Analysts & Advocates v. IRS, 505 F2d 350, 354-355. (DC Cir 1974); Fruehauf Corp. v. IRS, 
522 F2d 284, 289 (6th Cir. 1975).   
26  See, Saltzman, supra note 4,¶3.03[3][a][i], at 3-48 – 3-48; CAMILLA E. WATSON, TAX 




































34。 担当官は， その権限の範囲内において， 納税者に対して，
                                                        
27 26  CFR§601.201(l)(1). 
28 26  CFR§601.201(l)(1).  Also see, Watson & Billiman, supra note 4, at 25; Saltzman, supra note 
4,  ¶3.03[3][c]. 
29 26  CFR§601.201(l)(5) 
30 Rev.  Proc.2010-1 §12.05, 2010-1 IRB 1, 50.  重要な事実に関する誤記・省略がある場合に
撤回・修正の内容を遡及適用することは，税務当局の裁量逸脱とはならないとの裁判例が
確立している。See, Saltzman, supra note 4,¶3.03[6][c], at 3-88, fn 312; 
31  See, Saltzman, supra note 4,¶3.03[6][c], at 3-88. 
32  See, Camilla E. Watson, Tax Procedure and Tax Fraud in a Nutshell, 34-37 (3rd ed. West 2006).   
33 26  CFR§601.201(j). 
















37。 10 日以内に申請撤回 （ないし撤回期間延長の申請）
がなされなければ，そのままルーリングが発給されることになる。 
(7) 申請手数料 





請の手数料については，概ね 90 ドル～14,000 ドルの間で規定されている
39。なお，
Revenue Procedure に所定の条件を満たす納税者については， 下記手数料の減免が認めら
れている。例えば，通常の申請に 14,000 ドルかかる場合でも，総所得が 250,000 ドル未









                                                        
35 Id. 本文中の邦語訳については，金子・前掲注 2，161 頁を参考にした。 
36 Id. 
37 Rev.  Proc.2010-1§8.06, 2010-1 IRB 1, 32.  なお，納税者が申請を撤回した場合，申請手数
料は還付されない。Id. 
38  See, Watson, supra note 32, at 26. 
39  Rev. Proc. 2010-1, Appendix A 















的には，2007 年の 1 年間に提起された税務訴訟の数は 30,869 件【図 1】 ，訴訟提起に至










                                                        
41 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[1]. 
42 Yehonatan  Givati,  Resolving Legal Uncertainty: The Unfulfilled Promise of Advance Tax Ruling, 
29 VIRGINIA TAX REVIEW 137 (2009).  なお， 本文において引用している図１～図４については，
同論文の SSRN 掲載版を用いている。Yehonatan Givati, Resolving Legal Uncertainty: The 
Unfulfilled Promise of Advance Tax Ruling, available at, SSRN, http://ssrn.com/abstract=1433473 
〔以下， Givati(2009 SSRN)と表記する〕 。 特に断りのない限り， 引用頁は前者のものである。 
43 Id. at 151. 10 
 
 
【図１：1995 年～2007 年の税務訴訟件数】 
 
〔出典: Givati (2009 SSRN), supra note 42, at 7, Figure 1.〕 
 
【図 2: 1996 年～2007 年の異議申立件数】 
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〔出典: Givati (2009 SSRN), supra note 42, at 8, Figure 2.〕 
【図 3：1980 年～2007 年のレター・ルーリングの件数（回答件数ベース） 】 
 













                                                        




【図４：1974 年～2009 年のレター・ルーリングの件数（LexisNexis 登録数） 】 
 
〔Source：Lexis-Nexis Private Letter Ruling and Technical Advice Memoranda.    Givati(2009)と同
様のデータベース上で，Private letter ruling AND NOT (technical advice memorandum)の条件下
で該当した件数を表記している。 〕 
 













































として，1990 年から 2007 年にかけて申請料の大幅な増加がみられるにもかかわらず，
レター・ルーリングの発行数にはそれほど大きな変更がみられない点をあげる。第 3 の
理由として，1990 年に申請料を大幅に増加させた際に，一定額以下の少額納税者（1990
年時点で課税所得 150,000 ドル以下， 2003 年時点で 250,000 ドル以下） には申請料を 500
ドル程度に抑える優遇措置を講じている点をあげる
49。 
                                                        
45  See, e.g. Saltzman, supra note 4,  ¶3.03[3][b]. 
46 Givati,  supra note 42, at 152-153. 
47  Id. at 152-153. 
48  Id. at 152. 
49  Id. at 153. 14 
 


















上昇しているため，申請を断念する納税者が増えていると考えることも可能かもしれない。  15 
 














 第 2 は，内国歳入庁による調査・査察(detection)の確率も劇的に高まる点である
55。調




















58。 先述のように， 似たような状況の納税者に対して， 従前のレター・
                                                        
52 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[3]; Givati, supra note 42, at 140-141. 
53 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[3][b],at 3-47; Givati, supra note 42, at 140, 156. 
54 Givati,  supra note 42, at 2, 156. 
55  Id. at 156-157.   
56  Id. at 140, 157-158. 
57  Id. at 140-141, 19-21. 


























  このような不利益の他に Saltzman(2002)は，納税者がレター・ルーリングを申請する
ことで， 営業秘密が漏洩する危険にさらされる点を指摘する










                                                        




60 Givati,  supra note 42, at 161-163. 
61 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[3][b],at 3-47 – 3-48. 
62 Saltzman,  supra note 4,  ¶3.03[3][b],at 3-47 – 3-48. 17 
 
(2) 納税者にとってのメリット 
  納税者がレター・ルーリングを申請する利点として，Givati(2009)は，次の 2 点を指
摘している。 























                       〔 納 税 者 ， 税 務 当 局 〕  
                  F a v o r a b l e         （６，４） 
      税 務 当 局     
納税者    取引 A   
                         Adverse      （３，７） 
                          
       取引 B        （４，３） 
   
 
このような状況下にある場合， 納税者はアドヴァンス ・ ルーリングを申請することで，
                                                        
63  米国においては， 我が国の過少申告加算税や重加算税は民事罰(civil penalty)として課され
ている。 
64 Givati  (2009),  supra note 42, at 164-166. 
65  Id. at 167-168. 
66  納税者および税務当局は，自己および相手方のペイオフを全て把握しているものとする。  18 
 
税務当局に脅しをかけることが可能となる。もしも税務当局が，Adverse を選択した場
合，納税者は照会対象の取引 A ではなく，取引 B を実行することになる。上記のペイ











  内国歳入法典 482 条に規定されている移転価格税制との関係で，特別な事前照会制度の
一つとして， 事前確認(advance pricing agreements; APA)制度が 1991 年から導入されている
68。  
Givati(2009)は，レター・ルーリングの分析に続いて，事前確認制度(APA)についても






上，多国間 APA を二国間 APA に含めて表記するものの，三国間以上の APA は希であ
                                                        
67 Givati,  supra note 42, at 168-169. 
68  制度の運用および解説については，JOSEPH ISENBERGH, INTERNATIONAL TAXATION: U.S. 
TAXATION OF FOREIGN PERSONS AND FOREIGN INCOME vol.1,  ¶27.26 (CCH, 1996 & Supp. 2009)
および JOEL D. KUNTZ & ROBERT J. PERONI, U.S. INTERNATIONAL TAXATION, vol.1,  ¶A3.11[13] 
(Warren, Gorham & Lamont of IRA, 2005)が詳しい。 
  2009 年度における APA の申請件数は，123 件（国内 39 件，二国間 88 件）であり，1991
年から 2009 年末までの累計申請件数は 1379 件となった。 2009 年度に締結された APA は 63
件（国内 21 件，二国間 42 件）で，2009 年末までの累計締結件数は 904 件となっている。 
  2009 年度に締結された APA の所要期間の〔平均値，中央値〕は，国内・新規で〔25.5 ヶ
月，19.2 ヶ月〕 ，国内・更新で〔20.5 ヶ月，15.1 ヶ月〕 ，多国間（二国間） ・新規で〔45.4 ヶ
月，42.1 ヶ月〕 ，多国間（二国間） ・更新で〔44.9 ヶ月，37.9 ヶ月〕となっている。申請か
ら締結まで，国内案件で約１～2 年，二国間ないし多国間案件で約 3 年～4 年という長期間
を要することがわかる。See, Internal Revenue Service, Announcement and Report Concerning 
Advance Pricing Agreements, at 11, Table 1 & 2 (March 29, 2010), available at, 
http://www.irs.gov/pub/irs-utl/2009finalstatutoryreport.pdf  
我が国でも米国の制度にならって，事務運営要領レベルではあるが，移転価格税制に関
する事前確認制度が導入されている。羽床正秀・古賀陽子『移転価格税制詳解  平成 21 年
度版』248-267 頁（大蔵財務協会 2009 年）参照。 
69 Givati,  supra note 42, at 172-174. 19 
 
り，大半は二国間 APA によって構成されている。 
  【図７】は，APA の申請件数の動向〔全体，国内，二国間以上） 〕を示している
70。
全体的な傾向としては，国内 APA は横ばいであるものの，二国間 APA の申請件数が若
干の増加傾向にある。ただ全体の申請数としては， （新規と更新の双方を含めても）多
い年でも 100～120 件程度に止まっている。 
  【図８】は，APA の新規締結件数の試算を示したものである。近年は，30～50 件程
度で推移していることが読み取れる。近年の傾向として，国内 APA よりも二国間 APA
の方が若干締結件数は多いものの，まだまだ締結数は低迷しているといえよう。 
  APA があまり活用されていない原因として，レター・ルーリング同様に，直接的コ
ストと戦略的影響の双方が考えられる。 
  直接コストに関して，APA がレター・ルーリングよりも大きいのは， 「期間の長さ」
と「手数料の高さ」であろう。 
  まず，期間の長さについてであるが， 【図９】は新規 APA の締結までに要する期間の
平均値を， 【図 10】は同期間の中央値を示している。平均値および中央値の推移を見て
みると，国内 APA については，概ね 1～2 年間，二国間 APA については概ね 2~4 年も
の長期間を有するのが標準的なケースであることが読み取れよう。 
  2006 年における手続改正後の手数料については，APA の更新は 35,000 ドル，APA の
















                                                        
70  本申請件数には， 新規のものと更新の双方が含まれている。 なお， 多国間については，
二国間のものが大半を占めている。なお，1991 年から 1999 年の申請件数については，
国内 APA と多国間 APA を区別した数値は不明である。 
71 Rev.  Proc.  2006-9§4.12, 2006-2 IRB 1, 285. 





〔Source：Internal Revenue Service, Announcement and Report Concerning Advance Pricing 
Agreements, 1991 through 2009; I.R.S. Announcement 2000-35, 2001-32, 2002-40, 2003-19, 




〔Source：Internal Revenue Service, Announcement and Report Concerning Advance Pricing 
Agreements, 1991 through 2009; I.R.S. Announcement 2000-35, 2001-32, 2002-40, 2003-19, 21 
 
2004-26, 2005-27, 2006-22, 2007-31, 2008-27, 2009-28, 2010-21.  なお，新規 APA 締結件数は，
全 APA 締結件数から，APA 更新数および APA 修正数を控除する方法で試算した。 〕 
【図９：新規 APA の締結所要期間（平均値） 】 
 
〔Source：Internal Revenue Service, Announcement and Report Concerning Advance Pricing 
Agreements, 1991 through 2009; I.R.S. Announcement 2000-35, 2001-32, 2002-40, 2003-19, 
2004-26, 2005-27, 2006-22, 2007-31, 2008-27, 2009-28, 2010-21.〕 
 
【図 10：新規 APA の締結所要期間（中央値） 】 
 
〔Source：Internal Revenue Service, Announcement and Report Concerning Advance Pricing 
Agreements, 1991 through 2009; I.R.S. Announcement 2000-35, 2001-32, 2002-40, 2003-19, 22 
 























 ま た ， 事前照会制度の潜在的な阻害要因として， 回答の公表による 「営業秘密の漏洩」
の心配があるかもしれない。 
  文書回答手続の平成 20 年 3 月改正によって， 「照会・回答内容の公表に関して，事前
照会者名などの事前照会者を特定する情報を原則非公表」とされた。さらに，公表は，
原則として，回答後 60 日以内に行われるところ，事前照会者からの申出があり，その




                                                        
73  「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について（事務運営指針） 」および「同業
者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について（事務運営指針） 」参照 
国税庁 HP にて閲覧可能  http://www.nta.go.jp/shiraberu/sodan/jizenshokai/bunsho/01.htm 
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